
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 ◆D-19-1-1 

事業名  液状化マップ作成事業 

事業費 総額 718 千円 

（内訳: 委託費 718 千円） 

事業期間 平成 26 年度～平成 27 年度 

事業目的・事業地区  

市民が液状化のしくみや危険性を正しく理解し,適切な液状化対策を検討できるよ

う，基幹事業により実施した地盤調査及び液状化危険度判定の結果を活用し，液状化に

関する危険度や液状化被害の軽減策等を明示した液状化ハザードマップを作成する。 

 

事業結果 

 個人・民間等による戸建住宅における液状化対策を促進するため，液状化に関する情

報（液状化危険度判定結果，地盤構成情報など）や戸建住宅における液状化被害軽減策

等を盛り込んだ液状化ハザードマップを整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業の実績に関する評価 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

本事業により，既存戸建住宅における液状化対策の必要性の有無や，どのような対策

をすればいいのか等が分かるようになり，将来的な液状化被害の軽減につながるものと

考える。 

また，新規に宅地開発等を実施する際にも，事前に液状化対策の必要性の有無が分か

るようになり，液状化被害の軽減につながるものと考える。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

液状化ハザードマップへ掲載する液状化対策の効果の検証等において，民間企業では

なく茨城大学との連携事業として行ったことにより，本事業に係るコストを削減するこ

とができた。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

 当初想定 実績 

委託 平成 26 年度 平成 26 年度～平成 27 年度 

 液状化ハザードマップの作成にあたり，茨城大学と連携して地域地盤に有効で安価な

戸別の液状化対策の選定と効果の検証を行い，その結果を反映させるために事業期間を

1年延伸した。 

 

事業担当部局 

ひたちなか市都市整備部都市計画課 工務係 電話番号：029-273-0111（内線 1363） 

 


